平成３０年度第１回　大阪府障がい者自立支援協議会ケアマネジメント推進部会　議事概要
日　時：平成３０年７月９日（月）午前10時から正午まで
場　所：大阪府本館５階　正庁の間
委　員：大谷部会長、左古委員、東谷委員、大森委員、河本委員
概要

１．議題１「ケアマネジメント推進部会での検討事項について」
　　議題２「障がい児者の相談支援に関する実施状況調査結果について」

議題３「報告書の方向性と進め方について」

(1)(事務局)
　・議題１　平成30年度ケアマネジメント推進部会における検討事項（案）、ワーキンググループについて（案）について説明
（部会長）

・本部会に研修内容検討ワーキンググループを設置し、研修の在り方について提示いただき、最終的にはこの部会で承認し最新の研修に展開できればいいかと、案について承認いただけますか。
（全委員）
・承認。
（部会長）

　・ワーキンググループ案について承認しましたので、事務局で運営をよろしくお願いしたい。
 ・平成30年度検討事項案については、大まかには、平成27年度の報告書をブラッシュアップして大阪府としての人材養成ビジョンについて検討し、相談支援に関わる人材育成の充実についての柱立てについて次回以降に提案いただく、また市町村の先進事例についてヒアリング等を行うといったところです。
（委員）

・ワーキンググループでのカリキュラムの承認と人材育成についての報告書についてということなので、議題3の説明を聞いてからさらに議論する。
 （部会長）
 ・大まかな報告書のとりまとめということでは、ご了解を得たということで次に進めます。
(2)(事務局)
・ 議題２　障がい児者の相談支援に関する実施状況調査結果について説明。

（委員）

・地域移行支援と地域定着支援の数が違うのは？

（事務局）
 ・概ね、セットで指定を受けていますが、何件かは、どちらかだけの指定を受けています。

（委員）
・地域生活支援事業の相談支援事業については、市町村直営はありますか。
（事務局）

・基幹相談支援センター以外は直営はないと認識しています。

　（後日訂正：指定特定相談支援事業所にて相談支援事業の直営実績あり。）

 （委員）

・大阪市は、基幹相談支援センター業務と相談支援事業をセットで委託しています。
・堺市は、基幹と委託が一緒です。

 ・豊中市は、1か所の場所(市立障がい福祉センターひまわり)で北部・中部・南部担当の3事業者に基幹センターを委託しています。相談支援事業は、9か所に委託、計画相談は、4月時点で31か所の事業者が作成しています。
（委員）
 ・調査結果の達成率で、セルフプランの割合が変わっていないように思うが。

（事務局）

 ・受給者数が増加する中、率が上がっていないということは、サービス等利用計画の量自体は徐々に増加していると思われます。
（委員）

・各市町村での相談支援事業所を増やす具体的な取組みは？

・他の市町村から、とにかく人がいない、困難事例は全部市役所を通してというようなことを聞く。
（事務局）

・議題3の後でお答えします。

（部会長）

 ・基幹センター、委託、計画相談支援事業所等が地域の中でどのように連携しながら相談支援体制を充実させるかということが、相談支援専門員を活かす1つのポイントになるかと思います。また、基幹に配置された相談支援専門員の役割、委託事業所ではどういった役割をするのか、計画相談事業所ではどうか。また、新たに主任相談支援専門員も出来ますが、これもまた役割が違います。相談支援専門員一括りでも配置されるところで役割が変わってくるので、そういうシステムを明示し人材育成を語るのかなと思います。
(3)(事務局)
・ 議題３　報告書の方向性と進め方について説明。

（委員）

・大阪市は、各区の委託を基幹センターに位置づけ、福祉事業者、関係者を含め地域の相談支援体制を充実させていく方向で強化という観念でこれから進めていくところです。また、相談支援事業以外や地域移行の推進も含めて基幹センターで強化していこうというところです。
 ・豊中市は、昨年度から北部中部南部各地域で基幹センターを中心にエリア会議を開いている。指定特定、委託相談支援事業所等連携を密にしている。高齢が先行する地域包括支援センターや地域の民生、子どもの相談等障がい分野だけでない相談も含めた仕組みを作っていけたらと。

・相談支援専門員の役割については、指定特定、委託、基幹の何所に所属しようと相談支援専門員には変わりなく、差別化するものではないがそれぞれの役割があるので難しい。全ての相談支援専門員ための報告書になればいい。
（部会長）
　・ジェネリックと言われても、基幹なら自立支援協議会の事務局を共有する立場があるとか、そこに重点を置くとよくない。全体の連携、或いはネットワークに視点を置いて。
（委員）

・報告書のイメージは、第1章で相談支援専門員の果たすべき役割、目指すべき方向性を示し、第2章でワーキングで議論された研修の内容が示され、第3章では、今の相談支援の現場の実情、実態として課題があるところを市町村に活用されるような事例を示すといったところか。
（部会長）

　・内容的には、第1章は、相談支援専門員の役割について、ケアマネジメントの担い手として当事者へのアセスメント等を明らかにするというところで了承いただけますか。第2章は、相談支援従事者養成の充実について、大阪らしいというところが1つのポイントで相談支援専門員に求められるもの、
2つ目がワーキンググループでまとめて作成される研修内容をみるという案ですが、いかがでしょうか。よろしいですか。

（委員）

　・第2章は、これまで大阪は量産体制でやってきたけれど、障がいのことを知らない状態では新しいカリキュラムでは耐えられないので、絞り込み等を考える必要があるかもしれない。
（部会長）
　・第2章についてもこれで。第3章については、市町村においての相談支援専門員の養成・定着のしくみについて、先進事例については府内だけでなく、出来るだけ他府県もある方が市町村も助かるかと思います。相談支援体制への府としての取組みについては財源的な意見も出ましたが、工夫の仕方等に絞って報告書を出せたらと考えますので、府としては知恵を出す。市町村のために役立つ報告書にしたいというのが真意ですので、第3章についても了承ということでよろしいでしょうか。原則この内容で進めてください。

（事務局）

　・議題2の質問について、市町村における相談支援専門員の新規増への取組みとして、新規開設に補助金を出したり、計画相談に補助金を出したり、介護分野に開設の働きかけをしたりといった回答を得ています。
（部会長）

　・そのようなやり方もあると、明示していただければ。審議は以上ですが、他にご意見は。

（委員）

・1人事業所が、法人とかの垣根を越えて集まって活動ができる様な働きかけが出来ればと思います。
２．その他　

（事務局）

・ご議論ありがとうございます。事務局・ワーキンググループ等の検討の中で有益な報告書案につなげます。次回は概ね10月下旬ごろを予定しています。日程調整後ご案内します。ありがとうございました。
以上
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